
 

   H26中小企業労働事情 

実態調査報告書 

 

 

 

 

 

 

     北海道中小企業団体中央会 



は  し  が  き 

 
各都道府県における中小企業の労働事情を把握するため、毎年、全国一斉に『中

小企業労働事情実態調査』を実施しており、この度、平成 26 年度の北海道の調査

結果がまとまったので報告する。 

 北海道の主な特徴として、「１年前と比較した経営の状況」は過去５ヶ年で、「良

い」と回答した事業所が最も多く、全国平均より高い傾向にあることから回復基調

が見られた。 

また、平成２６年３月卒の新規学卒者の採用においても順調で、特に、「高校

卒技術系」の採用実績の増加が顕著であり、加えて初任給額の引上率が高いことか

ら企業として将来に繋がる人材を確保しようとしている傾向が窺えた。 

続く、平成２７年３月卒の採用計画も順調に推移することが推測され、就職氷

河期（平成２２年３月卒）より大幅な増加となったことから雪解けを迎えたように

感じる。 

 さらに、賃金改定については「引上げた」、「７月以降引上げる予定」を合わせ

ると６割を超え、前年また、全国と比較しても「引上げ」を実施する事業所が増加

している。多くは、「定期昇給」であり、一方、定期昇給制度のない事業所にあっ

ては、「基本給の引上げ」といずれも企業の「業績改善による引上げ」によるもの

で、前述の「経営状況の回復」を裏付ける結果となった。 

 

 以上の結果を踏まえ、本報告書が道内中小企業の労働事情の実態把握と今後の雇

用システムの構築でお役に立てれば幸いです。 

 最後に、本調査の実施にあたり、ご協力いただきました会員組合及び調査対象事

業所の方々に厚くお礼を申し上げます。 

    

平成２６年１０月        

北海道中小企業団体中央会 
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Ⅰ 調査のあらまし                                  
中小企業団体中央会では、昭和 39 年度より毎年全国統一様式により『中小企業労働事情実態調査』 

を実施している。 
本年度も平成 26 年 7 月 1 日を調査時点として道内の従業員数 300 人以下の 1,500 事業所を対象に 

アンケート調査を実施した。 
調査内容は、時系列調査項目である従業員構成、労働組合の有無、経営状況、労働・残業時間、有給 

休暇付与・取得日数、新規学卒者の採用状況及び採用計画、賃金改定状況のほか新規項目として賃金 
引上げの内容及び女性管理職並びに非正規雇用労働者の雇用などを追加し、実施した。 

    
 

 

Ⅱ 回答事業所の概要                                             

１ 回答事業所数と内容  
◆回答事業所数→862事業所       ◆回答率→57.46％ 

◆回答事業所数のうち、従業員数 30人未満の事業所→71.22％（前年度：72.33％） 

◆業種別→製造業：30.63％非製造業→69.37％ 

（製 造 業）  
◆食料品、飲料・たばこ・飼料製造業◆繊維工業◆木材・木製品、家具・装備品製造業◆印刷・同関連業◆窯業・土石製品 

製造業◆化学工業、石油、石炭製品、ゴム製品製造業◆鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製造業◆生産用・業務用・電気・情報 

通信・輸送用機械器具製造業◆パルプ・紙･紙加工品、プラスチック製品等・その他製造業 

（非製造業）  
◆情報通信業◆運輸業◆総合工事業◆職別工事業◆設備工事業◆卸売業◆小売業◆対事業所サービス業◆対個人サービス業 

 

２ 従業員の構成 
（１）男女構成比（常用労働者） 
 
  従業員の男女構成比率は、男性が 75.45％（常用
労働者 76.61％）で、女性が 24.55％（常用労働者
23.39％）であった。＜図 1＞ 

 
 
（２）雇用形態別構成比 
 

雇用形態を前年度と比較したところ、大きな変
化は見受けられなかった。 
なお、「正社員」は、前年度同様、73.86％と全

体の７割を占め、次に、「パートタイマー」が 12.46
％、「嘱託・契約社員」7.75％と続く。＜図 2＞ 

 
 

 
 
 

＜図１＞男女（常用労働者）構成比 
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３ 労働組合の有無                         

  労働組合を組織している事業所は、「製造業」が
10.98％、「非製造業」が 5.07％であった。 

  また、従業員規模では「100～300 人」規模の事
業所が 26.83％、「30～99 人」規模の事業所が
13.24％で、規模が大きくなる程、労働組合を組織
する傾向が強くなることがわかった。なお、「1～4
人」規模の事業所にあっては、僅か 2.06％であっ
た。＜図 3＞ 

 
                   
   
  

＜図３＞労働組合の有無（業種及び従業員数） 
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＜図２＞雇用形態別構成比 
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１ 経   営 

（１）１年前と比べた経営状況  

 
１年前と比べた経営状況は＜図 4＞により「良

い」が 23.36％で、「悪い」が 23.6％であった。 
また、業種別で「良い」と回答した事業所は＜

図 4＞より「製造業」21.97％、「非製造業」23.99
％となっている。 
業種ごとで「良い」と回答した事業所は、＜図 5

＞により最も多かったのは、非製造業の「情報通
信業」の 57.14％であった。 
製造業で高い数値となったのは、「印刷・同関連

業」が 38.46％、「鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製
造業」が 35.42％であった。また、非製造業で 2
位以降は、「設備工事業」が 33.07％、「卸売業」が
30.61％であった。なお、非製造業の「建設業」で
「総合工事業」が 29.82％、「職別工事業」が 29.41
％と、上述の「設備工事業」を含め、何れも 30％
前後の高い数値となった。 
なお、全国と比較すると、＜図 6＞により「良い

」と回答した事業所は、「北海道」が 4.01 ポイン
ト高い結果となった。 
一方、「悪い」は、4.39ポイント低く、北海道は

全国と比較して、「経営状況」が改善しつつあるこ
とが窺えた。 
 

Ⅲ 調査結果の概要                                             

＜図７＞経営状況の年度別（過去５ヶ年）推移 
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＜図６＞経営状況（全国比） 
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＜図８＞主要事業の今後の方針 
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＜図４＞経営状況 
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（２）経営状況の年度別（過去 5 ヶ年）推移 
 
経営状況の年度別（過去５ヶ年）の推移は、＜

図７＞により今年度、「良い」と回答した事業所は
、過去 5 ヶ年で最も高い水準となり、回復基調が
見られた。前年と比較したところ、7.34ポイント
増加した。また、最も低かった平成 23 年度より
17.83ポイントも高い結果となった。一方、「悪い
」と回答した事業所は、23.6％で、最も高かった
平成 23年度比の半数以下となり、経営状況が改善
していることが窺える。なお、回復が見込まれる
なか、「変わらない」と回答した事業所も依然と半
数以上占めている。 

 

 

 

 

（３）主要事業の今後の方針 
 

主要事業の今後の方針の推移は、＜図 8＞によ
り今後の方針として「強化拡大」と回答した事業
所は、前年度と比較すると 3.82ポイント増加し、
前向きな姿勢が見受けられ、3ヶ年連続で 20％台
を超える結果となった。また、「現状維持」は 3.57
ポイント減少、「縮小・廃止」が 0.35ポイント増
加した。 

前述の＜図 7＞により「良い」と回答した事業
所は増加傾向にあり、経営状況の良さが主要事業
の「強化拡大」への方針転換に結びつきつつある。
但し、未だ、「現状維持」とする事業所がほぼ 7
割を占めている。 

 

 

＜図５＞経営状況（業種別で「良い」と回答した事業所） 
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（４）経営上の障害（前年比） 
 
現在の経営上の障害は、＜図 9＞により今年度で

最も多かったのが「原材料・仕入品の高騰」で 48.1％
であった。次いで、「人材不足（質の不足）」46.44％、
「同業他社との競争激化」34.68％、「労働力不足（量
の不足）」29.57％と続いた。また、1位の「原材料・
仕入品の高騰」は、前年(2 位)より 8.66 ポイント
増加し、次いで、「人材不足（質の不足）が前年（3
位）より 10.15ポイント増加した。前年 1位の「同
業他社との競争激化」は、3位に後退し、前年比で
5.98ポイント減少した。 
今年の特徴として、「人材不足（質の不足）」及

び「労働力不足（量の不足）」がそれぞれ増加傾向
にあることから人材及び労働力に不足感がある。 

 

 
 

（６）経営上の強み（前年比） 
 
経営上の強みを前年と比較すると＜図 11＞によ

り今年度、最も強みと感じていることは、「組織の機
動力・柔軟性」が 29.64％であった。 
次に、「顧客への納品・サービスの速さ」が

27.95％、次いで「技術力・製品開発力」が 23.98％
と続く。 
また、前年比で上位 3 位まで変動はなかったが 1

位の「組織の機動力・柔軟性」は、2.03ポイント減
少し、2位の「顧客への納品・サービスの速さ」は、
1.98 ポイント増加、3 位の「技術力・製品開発力」
は、0.53ポイント減少した。 

 

＜図９＞ 経営上の障害（前年比：複数回答） 
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＜図１０＞経営上の障害（全国比：複数回答） 
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（５）経営上の障害（全国比）           
 

  経営上の障害の上位６位を全国と比較すると＜
図 10＞により「原材料・仕入品の高騰」は、全国、
北海道とも 1位を占め、また、北海道が全国を 6.75
ポイント上回り、次いで、「人材不足（質の不足）」
についても 7.68ポイント上回った。 

  3位の「同業他社との競争激化」は、1.56ポイン
ト下回り、次いで、「労働力不足（量の不足）」は、
8.92ポイント上回った。 

  よって「北海道」は、全国的に見ても雇用に関す
る障害が増加傾向にあることが窺えた。 

＜図１１＞ 経営上の強み（前年比：複数回答） 
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＜図１２＞ 経営上の強み（全国比：複数回答） 

 

19.74% 

25.23% 

15.15% 

22.89% 

28.70% 

23.59% 

19.40% 

21.93% 

21.93% 

23.98% 

27.95% 

29.64% 

0.00% 5.00% 10.00% 15.00% 20.00% 25.00% 30.00% 35.00% 

商品・サービスの質の高さ 

製品の品質・精度の高さ 

財務体質の強さ・資金調達力 

技術力・製品開発力 

顧客への納品・サービスの速さ 

組織の機動力・柔軟性 

北海道 全  国 

（７）経営上の強み（全国比） 
 
経営上の強みの上位 6 位を全国と比較すると＜図

12＞により北海道 1 位の「組織の機動力・柔軟性」
は、全国より 6.05ポイント高かった。 

2 位の「顧客への納品・サービスの速さ」、3 位の
「技術力・製品開発力」は、北海道、全国とも違い
は見受けられなかったが、4位の「財務体質の強さ・
資金調達力」については、北海道が全国を 6.78ポイ
ント上回った。 
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２ 従業員の労働時間（パートタイマーなど短時間労働者 

を除く。） 

（１）従業員の週所定労働時間 

 
従業員の週所定労働時間は、＜図 13＞により「40

時間未満」が約 3割となっている。 
※但し、10 人未満の商業、映画、演劇業、保険衛生業、接客娯楽業は、「週

４４時間」特例措置対象事業所 

 
 
 

（４）平成２５年従業員 1 人当たりの月平均残業
時間（時間外労働・休日労働）（全国比） 

 
平成 25年従業員 1人当たりの月平均残業時間（時

間外労働・休日）を全国と比較すると＜図 16＞によ
り「残業なし」と回答した事業所は、北海道が 5.19
ポイント下回った。 
残業時間数では、「残業 20時間未満」が最も多

く、北海道が 1.18％下回った。  
次に「残業 20 時間以上 50 時間未満」

で 4.86 ポイント上回った。次に「残業 50
時間以上」で 1.51ポイント上回った。 
全体的に見ると北海道は全国に比べ、残業時間が

長くなっている。 

（５）平成２５年従業員１人当たりの年次有給休暇
の平均付与日数・取得日数・取得率 

（全国中央会より） 

 

  年次有給休暇の平均付与日数・取得日数・取得
率を全国と比較すると＜図 17＞により有給休暇の
平均付与日数・取得日数及び所得率による北海道
及び全国の大きな違いは見受けられなかった。 
なお、北海道の平均付与日数は 15.58 日、平均

取得日数 6.85日、取得率 47.43％で、全国は付与
日数 15.60日、取得日数 7.22日、所得率 48.82％
であった。 

＜図１７＞年次有給休暇の平均付与日数・取得日数・取得率 
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＜図１６＞ 従業員１人当たりの月平均残業時間（全国比） 
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（２）週所定労働時間（製造業・非製造業） 

従業員の週所定労働時間は、＜図 14＞により製造
業が「40時間未満」38.63％で、非製造業が 25.51％
で、製造業が 13.12ポイント高かった。 

 

＜図１４＞ 週所定労働時間（製造業・非製造業） 
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（３）週所定労働時間（全国比） 

週所定労働時間を全国と比較すると＜図 15＞によ
り「40時間未満」は、全国が 38.09％、北海道が 29.62％
と、北海道が 8.47ポイント低かった。 

 

 

＜図１５＞ 週所定労働時間の全国との比較 
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＜図１３＞ 週所定労働時間 
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３ 平成 26 年３月 新規学卒者の採用状況 
（１）新規学卒採用者数及び採用事業所数  

並びに学歴別状況（過去５ヶ年） 

   
平成 26年 3月の新規学卒採用者の採用状況は、

＜図 18＞により採用事業所が 160事業所で、採用
人数は 381人と緩やかな増加傾向になった。また、
新規学卒採用者の学歴別状況＜図 19＞は、「高校
卒」、「専門学校卒」の技術系の採用が増加した。
特に、「高校卒技術系」は、前年より採用実績が
9.68ポイント伸びた。 
一方、事務系は全体で前年と比較して採用が減

少している。特に、「高校卒」が減少したほか、「短
大卒」以外の学歴採用についても減少している。 
また、Ｐ3＜図 9＞「経営上の障害」で、「労働

力不足（量の不足）」、「人材不足（質の不足）」と
回答した事業所が多く、労働力及び人材の不足感
が高まっており、新規学卒者の採用増加にも結び
ついたと推測される。 
採用側から見ると専門知識の習得及び技術継承

を踏まえつつ、将来に繋がる人材を求める傾向が
窺えた。 
なお、新規学卒者（全学卒）の採用を前年（311

人）と比較したところ、採用実績（381人）が伸 
びたことから採用が上向き傾向にある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜図１８＞新規学卒採用者数及び採用事業所数 
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＜図１９＞新規学卒採用者の学歴別状況（過去５ヶ年） 
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＜図２０＞業種別の採用状況（平成２６年３月：％） 
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（２）業種別の採用状況                
 

業種別の採用状況は、＜図 20＞により製造業は、
「食料品、飲料・たばこ・飼料製造業」が 14.70％
と最も多く、次に「木材・木製品製造業」10.50％、
「鉄鋼、非鉄金属、金属製品製造業」7.87％と続く。 
また、非製造業は、「設備工事業」が 14.17％と

最も多く、次に「小売業」8.4％、「職別工事業」7.87％
と続く。「設備工事業」、「職別工事業」に「総合工
事業」6.82％を合わせた「建設業」で約 3割の採用
実績となった。 

                   

（３）技術系初任給（過去５ヶ年）の推移 
                

    技術系初任給（学歴別）の過去５ヶ年の推移は、
＜図 21＞により「高校卒」は、平成 26年 3月卒ま
で緩やかに増加し、他学歴と比較して引上げ幅が
一番大きかった。 
学歴別で最高額を示した「高校卒」では、平成

26年 3月卒 154,894円、「専門学校卒」では、平成
25年 3月卒 163,390円、「短大卒（含高専）」では、
平成 25 年 3 月卒 177,915 円、「大学卒」では、平
成 24年 3月卒 187,794円となっている。 

＜図２１＞技術系の初任給（過去５ヶ年：加重平均）の推移 

 

平成22年3

月卒 

平成23年3

月卒 

平成24年3

月卒 

平成25年3

月卒 

平成26年3

月卒 

高校卒 146,058 146,120 149,867 152,369 154,894 

専門学校卒 161,005 152,672 159,139 163,390 157,069 

短大卒 158,986 158,563 165,948 177,915 165,557 

大学卒 179,896 183,232 187,794 180,536 183,195 

154,894 

157,069 

165,557 

183,195 

130,000 

140,000 

150,000 

160,000 

170,000 

180,000 

190,000 

200,000 



 
 

6 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

＜図２５＞学歴別の技術系初任給の全国比（加重平均） 

 

高校卒 専門学校卒 短大卒 大学卒 

北海道 154,894 157,069 165,557 183,195 

全    国 158,468 168,759 171,314 194,585 
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（７）技術系初任給の全国比（全国比） 
      

学歴別（全国平均）の技術系初任給は、＜図 25

＞により全学歴別の初任給は、北海道、全国で何れ

も上昇傾向で違いは見受けられなかった。但し、初

任給額については、「高校卒」3,574 円、「専門学校

卒」11,690円「短大卒（含高専）」5,757円、「大学

卒」11,390円と「全国平均」が「北海道」より高い

傾向にあった。特に、「専門学校卒」、「大学卒」が

高かった。 

   

   

（４）事務系初任給の推移（過去５ヶ年） 
  

    事務系初任給（学歴別）の推移は、＜図 22＞によ
り過去 5ヶ年の「高校卒」初任給は、殆ど変動がなく、
一方、「短大卒」は著しく変動している。 
何れも平成 26 年 3 月卒の初任給が最高額を示し

た。但し、「専門学校卒」及び「大学卒」は、同 24
年 3月卒より増加傾向にあるものの、同 22年 3月卒
と比較すると低い水準に止まっている。 
  

   
    
  
 
 
 
 
  

 

（５）高校卒初任給及び採用数の推移（過去５ヶ年） 
    

    高校卒初任給及び採用数の推移は、＜図 23＞によ
り「技術系」初任給は、年々増加傾向にあり、「事
務系」は、平成 23 年 3 月卒で減少したが、その後
増加傾向にある。 
採用数については「技術系」は、平成 25 年 3 月

卒、平成 26年 3月と急激に増加している。 
「事務系」については 40人から 50人前後の間で

増減を繰り返し、平成 26年 3月卒では 37人と減少
している。 

 

＜図２３＞高校卒の初任給及び採用数の推移（過去５ヶ年加重平均） 
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（６）大学卒初任給及び採用数の推移（過去５ヶ年） 
 

  大学卒初任給及び採用数の推移は、＜図 24＞に 
より直近 2ヶ年の「技術系」初任給は、増加したも
のの緩やかで、最も高かった平成 24 年 3 月卒の水
準に達していない。但し、採用数は、同 25 年 3 月
卒 50人、同 26 年 3 月卒 49 人と過去 5ヶ年のなか
で高い数値を示した。また、「事務系」初任給は、
同 22 年 3 月卒に最高額を示した後、減少し、再び
同 25 年 3 月卒より増加傾向となった。但し、最も
高かった平成 22年 3月卒の水準に至っていない。 
なお、採用数は低い数値で推移しているが同 26

年 3月卒は、最高値（37人）であった。 
                     
 

 

 

＜図５＞大学卒の初任給及び採用数の推移 

 

＜図２４＞大学卒の初任給及び採用数の推移（過去５ヶ年：加重平均） 
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＜図２２＞事務系の初任給（過去５ヶ年：加重平均）の推移 
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（３）新規学卒者の採用計画（全国比） 
 

平成 27年 3月の新規学卒者の採用計画を全国と
比較すると＜図 29＞により「ある」と回答した事
業所は、北海道が 0.71ポイント上回った。 
一方、「ない」と回答した事業所は、3.4 ポイン

ト下回っている。 
  なお、「未定」は、2.69ポイント上回った。 

４ 平成２７年３月 新規学卒者の採用計画 
（１）新規学卒採用者の採用計画の推移 

及び学歴別の採用計画 
 
新規学卒者の採用計画の推移（過去 6ヶ年）を

＜図 26＞に、学歴別の採用計画を＜図 27＞に示
した。 
平成 27 年 3 月の新規学卒者の採用計画は、＜

図 26＞により「ある」が 22.16％、「ない」が
56.84％、「未定」は 21％であった。なお、採用計
画が「ある」と回答した事業所は、前年より 5.41
ポイント増加し、過去 6ヶ年で初めて 20％を超え
た。 
これからも同 27 年 3 月卒の採用については、

順調に推移するものと思われる。また、採用予定
内容を学歴別で見ると、＜図 27＞により「高校卒」
を採用予定としている事業所は、採用が「ある」
とした事業所の 65.45％と圧倒的に多く、次に、
「専門学校卒」が 40.31％と続く。 
なお、Ｐ5＜図 18＞の採用実績も上向き傾向に

あり、同 27 年 3 月の採用計画についても就職氷
河期の再来と言われた同 22年 3月卒よりも 14.06
ポイント増加し、雪解けを迎えたように感じる。
一方、「ない」、「未定」と回答した事業所も減少
したため、一層、前向きな姿勢が窺えた。 

  

＜図２６＞新規学卒採用者の採用計画（過去６ヶ年：複数回答） 

 
 

＜図２７＞新規学卒者の採用計画（学卒別：％） 
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高校卒 専門学校卒 短大卒 大学卒 

（２）新規学卒者の採用計画（業種別） 
  
業種別の平成 27 年 3 月の新規学卒者の採用計画

は、＜図 28＞により製造業は、「鉄鋼業、非鉄金属、
金属製品製造業」が 7.85％と最も多く、次に「木材・
木製品、家具・装備品製造業」6.28％、「食料品、
飲料・たばこ・飼料製造業」4.2％と続く。また、
非製造業は、「設備工事業」が 20.42％と最も多く、
次に、「職別工事業」12.57％、「対個人サービス業」
9.95％と続く。 
「設備工事業」、「職別工事業」に「総合工事業」

9.42％を合わせた「建設業」で 42.41％と多い結果
となった。 
なお、採用計画のあった事業所で「製造業」が

27.75％、「非製造業」が 72.25％と「非製造業」が
圧倒的に多く、前年と比較すると 1.39 倍となって
いる。 

  

＜図２８＞新規学卒者の採用計画（業種別：％） 
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＜図２９＞新規学卒者の採用計画（全国比） 
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＜図３１＞登用されている女性管理職人数(複数回答) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ＜図３２＞非正規雇用労働者の平成２５年との比較 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

＜図３３＞非正規雇用が増加している雇用形態（複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜図３４＞非正規雇用労働者を雇用している要因（複数回答）

  
   

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

６ 非正規雇用労働者 
（１）１年前と比べた非正規雇用労働者の状況           
                           

非正規雇用労働者の採用を平成 25 年と比較する
と＜図 32＞により「増加している」が 8.45％、「減
少している」が 8.92％、「変わらない」が 82.63％
であった。 

 
      

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

8.45% 

8.92% 82.63% 

増加している 減少している 変わらない 

 

58.33% 

38.89% 

13.89% 
8.33% 

0.00% 

20.00% 

40.00% 

60.00% 

80.00% 

パートタイマー 嘱託・契約社員 その他 派遣労働者 

５ 女性の管理職 
（１）女性管理職の有無（全国比） 
  

女性管理職の有無を全国と比較すると＜図 30＞に
より「いる」と回答した事業所は「北海道」が 4.49
ポイント下回っていることから女性管理職の登用
が少なかった。 

 

 

（２）登用されている女性管理職数 
  

登用されている女性管理職の人数は、＜図 31＞に
より「役員」に登用している事業所が 150事業所で、
登用人数が全体の 63.29％、次に、「課長職」が 65
事業所で 27.43％であった。また、「部長職」は 25
事業所で 10.55％であった。 

 
 

 
 

（２） 非正規雇用労働者が増加している雇用形態 
 

非正規雇用労働者のなかで増加した雇用形態は、
＜図 33＞により最も多いのが「パートタイマー」の
58.33％で、次いで「嘱託・契約社員」が 38.89％で
あった。 

＜図３０＞女性管理職の有無（全国比） 

 

32.18% 

27.69% 

67.82% 

72.31% 
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（３）非正規雇用労働者を雇用している要因 
 

非正規雇用労働者を雇用している要因は、＜図
34＞により一番多かったのは、「労働力コスト削減
のため」で 31.71％であった。 
次に、「臨時的・一時的業務が増加したため」が

30.89％、「定年後の継続雇用制度を導入している
ため」が 27.24％と続く。 
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＜図２９＞非正規雇用労働者の転換 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜図３６＞正規雇用に転換するメリット（全国比：複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

＜図３７＞正規雇用に転換する上での課題（全国比：複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）過去 3 年間での非正規雇用労働者から正規雇
用労働者への転換の有無（全国比） 

 
過去 3 年間で非正規雇用労働者を正規労働者へ

の転換の有無を全国と比較すると＜図 35＞によ
り、「転換したことがある」と回答した事業所は、
北海道が 0.48ポイント上回った。 
全国と北海道で大きな差が見られなかった。 
                

（５）正規雇用に転換するメリット（全国比） 
 

正規雇用に転換するメリットを全国と比較する
と＜図 36＞により順位は同じ傾向を示している。 
北海道で正規雇用に転換するメリットは、「長期

勤続、定着が期待できる」が 83.04％と最も多かっ
た。 
次に、「非正規雇用労働者の雇用に対する不安感

を払拭できる」が 42.69％、「要員を安定的に確保
できるようになる」が 31.58％と続く。 
また、全国も「長期勤続、定着が期待できる」が

80.73％と最も多かった。 
なお、全国との傾向に大きな違いは見られない

が、「非正規雇用労働者の雇用に対する不安感を払
拭できる」は、北海道が 7.58ポイント高かった。 
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12.91% 

19.18% 

26.80% 

31.38% 

35.11% 

80.73% 

2.34% 

12.28% 
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教育訓練が行いやすくなる 

既存の正社員をより高度な仕事に専念させられる 

人間関係が良好になり、一体感が醸成される 

技能の蓄積やノウハウの伝承が図れるようになる 

要員を安定的に確保できるようになる 

非正規雇用労働者の雇用に対する不安感を払拭できる 

長期勤続、定着が期待できる 

北海道 全  国 

（６）正規雇用に転換する上での課題（全国比） 
 

正規雇用に転換する上での課題を全国と比較す
ると＜図 37＞により順位は、ほぼ同じ傾向を示し
ているが、北海道 4 位の「モチベーションを維持
するための方法」と 5 位「既存の正社員との雇用
調整が必要になった場合の対処」について全国の
順位が逆転している。 
北海道で正規雇用を転換する上での「課題はと

くにない」37.43％が最も多かった。 
次に、「正社員との仕事や労働条件のバランスの

図り方」が 26.90％、「業務量の変動に伴う労働条
件の調整」が 20.47％と続く。 
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＜図３５＞正規雇用労働者への転換の有無（全国比） 
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７ 賃金改定（平成２６年１月１日から７月１日ま

での間に実施した賃金改定） 
（１）賃金改定（年度別） 
 

   年度別の賃金改定は、＜図 38＞により平成 26年
度（全業種）で、「引上げた」が 53.86％で、前年度
と比較し、12.36ポイント増加した。また、「7月以
降引き上げる予定」も 6.31％と僅かであるが 0.36
ポイント増加した。 

     一方、「今年度は実施しない（凍結）」は、17.87％
で、前年度より 1.55 ポイント、「未定」は 21.03％
で、前年度より 10.28ポイントそれぞれ減少した。 

   平成 24年度から平成 26年度の傾向を見ると「引
上げ」の動きが窺える。 

（２）賃金改定（業種別） 
 

    業種別の賃金改定は、＜図 39＞により「製造業」
及び「非製造業」で大きな違いは見受けられなかっ
た。 

   「引上げた」は、「製造業」55.68％、「非製造業」
53.04％で、「製造業」が若干、上回った。また、「7
月以降に引上げる」は、「製造業」5.30％、「非製造
業」6.76％で、「非製造業」が若干、上回った。なお、
「引上げた」、「7 月以降引上げる」を合わせて 6 割
が年内に賃金の引き上げを行うことが見える。 

 
 
 
 
 
 
業種別で賃金の「引上げ」を実行または実行しよ

うとしている事業所は、＜図 40＞により製造業で、
「鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製造業」が 23.13％
と最も高く、次に「食料品、飲料、たばこ・飼料製
造業」21.77％と続く。次に「木材・木製品、家具・
装備品製造業」が 15.65％、「窯業・土石製品製造業」
が 13.61％と続く。 
非製造業は、「設備工事業」24.52％が最も高く、

次に、「小売業」が 14.97％と続いた。次いで「総合
工事業」、「職別工事業」が 12.74％と続き、建設業
が高い傾向にあった。 

    

   

＜図３９＞賃金改定（業種別） 
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＜図３８＞賃金改定（年度別） 
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＜図４０＞賃金改定（製造業・非製造業） 
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（３）賃金改定（全国比） 
 

   賃金の改定を全国と比較すると、＜図 41＞により
「引上げた」は、北海道が 10.61ポイント大幅に上回
り、「7月以降引上げる予定」は、2.46ポイント下回
った。 
P2＜図 6＞に示した経営状況の全国比から見ても

北海道は、「良い」と回答した事業所が全国より 4.01
ポイント増加しており、経営状況と比例するように、
「賃金の改定」においても北海道が改善されているこ
とが窺えた。 

   なお、「未定」が 5.9ポイント、「今年は実施しない
（凍結）」が 1.8 ポイント、それぞれ、北海道が低い
結果となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

＜図４１＞賃金改定（全国比） 
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＜図４３＞賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定：複数回答） 
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（５）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の 
内容 

 
   賃金の改定（引上げ・7月以降引上げ予定）の内容

は、＜図 43＞により「定期昇給」が 51.31％で、次に、
「基本給の引上げ」が 36.58％、「ベースアップ」
17.58％、「諸手当の改定」15.44％、「臨時給与の引上
げ」9.98%とそれぞれ続く。 

 
 

  ＊定期昇給とは？・・・あらかじめ定められた制度に従って行われる昇

給のことで、一定の時期の毎年増額することをいう。また、毎年時期を

定めて行っている場合は、能力、業績評価に基づく査定昇給も含む。 

    ＊ベースアップとは？・・・賃金表の改定によって賃金水準を引き上げ

ることをいう。 

    ※「基本給の引上げ」は、定期昇給制度のない事業所の回答である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）賃金改定（規模別） 
 

   賃金の改定を規模別で比較すると、＜図 42＞により
「引上げた」は、規模が大きくなる程、高い数値を示
している。 
「引上げた」が最も多かったのは、「100～300 人」

規模の事業所で 65.85％であった。 
また、「引上げた」、「7月以降引上げる」を合わせて

最も多かったのは、「30～99人」規模の事業所で 72.2
％、2 位の「100～300 人」規模の事業所は 68.29％と
3.91ポイント多かった。 
なお、「1～4 人」規模の事業所は、「引上げた」が

35.05％と最も低く、「未定」が 31.96％、「今年は実施
しない（凍結）」が 26.80％と最も低く、引上げに消極
的であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

＜図４２＞賃金改定（規模別） 
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（８）今年の賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の
決定の際に重視した要素（全国比） 

 
今年の「賃金改定の決定の際にどのような要素を

重視するか」を全国と比較すると＜図 46＞により 1
位から 3位は同じ傾向を示しているが、北海道が 1
位の「企業の業績」については、5.54ポイント下回
り、2位「労働力の確保・定着」が 1.44ポイント、
3位「消費税増税」が 2.97ポイント上回っている。 
 北海道で 4位「物価の動向」が全国で 7位、5位
「世間相場」が 4位、6 位「前年度の改定実績」が
同位、7位「労使関係の安定」が 5位となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

＜図４６＞賃金改定の要素（全国比：複数回答） 
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（７）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の 
内容（全国比） 

 
   賃金の改定（引上げ・7月以降引上げ予定）の内容

を全国と比較すると、＜図 45＞により「定期昇給」
は、北海道が 3.18ポイント上回り、続いて、「ベース
アップ」、「諸手当の改定」、「臨時給与の引上げ」もそ
れぞれ、上回った。 
但し、２位の「基本給の引上げ」については 2.38

ポイント下回った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

＜図４５＞賃金改定（全国比：複数回答） 

 

定期昇給 
基本給の

引上げ 

ベース

アップ 

諸手当の
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臨時給与
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（６）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の 
内容（業種別） 

 
   業種別の賃金改定（引上げ・7月以降引上げ予定）

は、＜図 44＞により「定期昇給」が製造業 59.84％、
非製造業 47.44％と、製造業が 12.4 ポイント高かっ
た。 
次に、「基本給の引上げ」が製造業 32.28％、非製

造業が 38.57％と、非製造業が 6.29 ポイント高く、
続く、「ベースアップ」は、製造業が 19.69％、非製
造業 16.72％と製造業が 2.97ポイント高かった。 

   なお、「臨時給与の引上げ」については、製造業
5.51％、非製造業が 11.60％と、製造業が 6.09 ポイ
ント高い結果となった。 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

＜図４４＞賃金改定（業種別：複数回答） 

 

定期昇

給 

基本給

の引上

げ 

ベース

アップ 

諸手当

の改定 

臨時給

与の引

上げ 

製造業 59.84% 32.28% 19.69% 15.75% 5.51% 

非製造業 47.44% 38.57% 16.72% 15.36% 11.60% 

0.00% 

10.00% 

20.00% 

30.00% 

40.00% 

50.00% 

60.00% 

70.00% 



 

 

 

 

 

 

    

  

 

 

 

 

＜表  １＞  回答事業所・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

＜表  ２＞  従業員の雇用形態別構成比（男女合計）・・・・・・・・・・  ・・・・１４ 

＜表  3＞  従業員の雇用形態別構成比（男女別）・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

＜表  ４＞  経営状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

＜表  ５＞  全国の経営状況（経営状況が「良い」の割合が高い都道府県順）・・・１７ 

＜表  ６＞  主要事業の今後の方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

＜表  ７＞  週所定労働時間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

＜表 ８＞  平成２５年従業員１人当たりの月平均残業時間・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

＜表 ９＞  都道府県別平成２５年従業員１人当たりの年次有給休暇平均付与日数・取得日数・所得率 

    （全国中央会より）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

＜表10＞  平成２７年３月の新規学卒者の採用計画・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

＜表11＞  平成２６年３月新規学卒者採用予定及び採用実績・・・・・・・・・・・２３ 

＜表12＞  非正規雇用労働者（前年比）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

＜表１３＞   平成２６年１月１日～７月１日までの間に実施した賃金改定、又は今後の賃金改定の予

定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

＜表14＞  賃金改定～改定前及び改訂後の平均所定内賃金  ・・・・・・・・・・・・・２６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添  付  資  料 
 



 
 

13 

 
＜表１＞ 回答事業所（業種別及び従業員数規模別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（上段：事業所数、下段：比率）
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100.00%
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100.00%

57

100.01%
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100.00%

153
100.01%
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100.00%

36

100.01%
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石炭、ゴム製品

0.00%

0
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属、金属製品
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8
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＜表２＞ 従業員の雇用形態別構成比:男女合計（業種別及び従業員数規模別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6.06%

0.00%

2.14%

0.40%

6.36%

0.00%

5.16%

その他

1.80%

17.11%

2.08%

5.29%

0.00%

100.00%

100.00%

100.00%

99.99%4.93%

100.01%

7.29%

3.73%

3.48% 100.00%

3.04% 99.99%

3.68%

合　計

7.75% 99.99%

5.91%

99.99%

嘱託 ・契約社員

75.31% 10.94% 0.67%

1０人～２９人 82.32%

99.99%

11.02% 100.00%

8.69% 100.00%

5.16%

4.39%

7.01%

合　　　　　計 73.86% 12.46% 0.76%

1００人～３００人 63.72% 17.53%

4.29%

0.72%

３０人～９９人

7.75%

1人～4人 62.61% 27.05%

9.18% 0.47%

正社員
パート

タイマー

雇用形態

合　　　　　　計 73.86% 12.46% 0.76%

派　遣
従業員数規模

５人～９人 76.08% 11.54% 2.99%

0.00%

2.49% 7.01% 100.00%
対個人サービス
業 66.41% 16.84% 7.25%

0.00% 11.29% 100.00%
対事業所サービ
ス業 75.41% 10.93% 2.37%

1.34% 8.99% 100.00%サービス業 70.56% 14.11% 5.00%

1.64% 6.25% 100.00%小売業 66.23% 21.81% 4.07%

0.19% 5.48% 100.01%卸売業 78.53% 12.01% 3.80%

1.05% 5.94% 100.01%卸・小売業 71.19% 17.87% 3.96%

0.04% 6.19% 99.99%設備工事業 88.12% 4.42% 1.22%

0.24% 6.22% 100.01%職別工事業 79.20% 3.75% 10.60%

0.10%

0.00%

運輸業 75.52% 7.41%

0.72% 6.17% 100.01%総合工事業 76.04% 3.59% 13.49%

0.33% 6.19% 100.00%建設業 81.75% 3.97% 7.76%

13.29% 100.00%

パルプ・紙・紙加工品、プラス

チック製品、なめし革・同製

品・毛皮、その他の製造業

12.71% 99.99%

非製造業　　計 76.10% 9.62% 0.59% 8.40% 100.00%

0.76% 1.89%80.72% 14.56%

情報通信業 85.91% 1.37%

生産用・業務用・電気・情報通

信・輸送用機械器具 72.70% 6.36% 1.13% 2.69%

鉄鋼業、非鉄金属、

金属製品 86.64% 5.24% 0.65% 5.68%

窯業・土石製品

100.01%

化学工業、石油・石

炭、ゴム製品 82.69% 13.46% 1.92% 1.92% 99.99%

4.03% 12.95%75.27% 1.40% 100.01%

1.05%

0.38%

7.80%

印刷・同関連業 83.51% 10.82% 0.13% 5.15%

34.85% 0.00% 0.00%

83.85% 5.45% 0.76%
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タイマー

派　遣 嘱託 ・契約社員

100.01%

99.99%

雇用形態

業　　　種

製造業　　計 69.93%

正社員 合　計

6.16%

その他

6.62%

木材・木製品、家

具・装備品

食料品、飲料・たば

こ・飼料
47.93% 39.47%

繊維工業 65.15%

17.46%
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＜表３＞ 従業員の雇用形態別構成比:男女別（業種別及び従業員数規模別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

正社員
パート

タイマー
派　遣 嘱託・契約社員 その他 合　計 正社員

パート

タイマー
派　遣 嘱託・契約社員 その他 合　計

正社員
パート

タイマー
派　遣 嘱託・契約社員 その他 合　計 正社員

パート

タイマー
派　遣 嘱託・契約社員 その他 合　計

82.84% 3.77% 0.52% 8.13% 99.99% 6.49%46.27% 39.18%

36.90% 0.79%

33.21% 47.16% 1.15%

100.00%

100.01%

100.00%

77.73% 3.93% 0.53% 12.59% 100.00%

82.59%

1.47%

60.79% 32.10% 0.74%

10.89%

100.01%2.69% 0.40% 3.99% 100.00%

5.22%

4.73%

7.60%

6.59%

100.00% 48.59%4.26% 8.83%

2.49%

100.00%46.27% 39.18% 1.47%

6.90%

3.87% 0.63% 8.65%

29.83% 11.05%

4.89%

100.00%54.70%

0.00% 100.00%

6.49%

3.56%

4.73% 6.59%

75.59% 12.21% 0.00% 4.69% 100.00%

4.50%

1.93%

2.82%

38.79%

83.27% 5.39% 0.28% 4.00% 100.00%

88.42%

7.51%

7.06%

54.31% 0.00%

9.19% 100.00%

82.84% 3.77% 0.52% 8.13% 99.99%

6.21% 11.21%80.88% 6.57% 1.55% 4.78% 99.99%

2.73% 11.01%

39.24% 36.10% 4.26%

6.48% 99.99%

81.25% 4.66% 0.00% 11.36% 100.00%

4.43% 11.14%

51.83% 36.24% 0.00% 0.92% 100.00%

81.07% 5.59% 0.76% 8.15% 100.00%

3.94% 5.24%

43.37% 36.14% 2.86%

5.76% 100.00%

78.14% 10.99% 0.19% 6.75% 100.01%

3.03% 4.21%

41.89% 43.93% 4.60% 4.34% 100.00%

87.80% 3.20% 0.00% 5.97% 100.00%

3.55% 4.86%

54.77% 34.59% 0.67%

0.66% 100.00%

82.19% 7.73% 0.11% 6.42% 100.00%

4.65%

46.60% 40.52% 3.16% 4.86% 100.00%

91.03% 1.25% 0.00% 6.42% 100.00%

0.69%

68.11% 26.25% 0.33%

100.01%

81.17% 0.90% 0.09% 6.94% 100.00%

9.59%

64.14% 25.52% 1.38% 8.28% 100.01%

76.66% 2.56% 0.59% 5.77% 100.00% 70.78% 12.33% 1.83% 5.48%

5.41%

42.47% 47.07% 0.21% 2.51%7.74% 100.00%

83.54% 1.66% 0.24% 6.29% 100.00% 68.12% 21.50% 1.05% 3.91% 99.99%

100.00%

79.94% 2.10% 0.08% 14.03% 99.99%

89.70% 0.43% 0.00% 9.87% 100.00% 0.00%24.14%70.69% 5.17% 0.00%

4.55%

0.00%

7.13%

36.71% 15.19% 0.00%

1.63% 100.00%

100.00%

47.47%

94.20% 0.00% 0.58% 2.90% 100.00%

0.63%

50.34% 35.85% 2.13%

83.06% 3.83%

82.09% 3.52% 0.23% 8.69% 100.00%

55.43% 41.85% 1.09%

2.27% 99.99%

89.74% 7.69% 0.00% 2.56% 99.99%

1.46% 3.28% 100.01%

5.11%88.90% 3.29% 0.33% 5.76% 100.01%

0.00%

71.02% 18.75% 2.84%

100.00%

21.21%

61.54% 30.77% 7.69%

0.00% 100.01%

77.16% 0.80% 4.09% 11.73% 100.00%

9.09%

62.42% 5.45% 3.64% 7.27% 99.99%

92.67% 3.56% 0.00% 3.17% 99.99%

0.00% 100.00%

8.43%

65.22% 25.30% 0.40%

0.00% 100.00%

87.71% 2.10% 0.42% 7.66% 99.99% 66.28% 20.69% 2.30% 2.30% 100.00%

42.38% 0.84% 8.35%

0.00%

100.01%

77.54% 12.84% 0.52% 7.46% 100.01%

6.06%

5.39%

0.00%

30.57% 55.09% 0.31% 100.01%

88.89% 11.11% 0.00% 0.00% 100.00% 61.40% 38.60%

女　　　性

男　　　　性 女　　　性

84.47% 4.32% 1.16% 6.92% 100.00%

8.65%

42.38%

2.10%

0.59%

6.22%

0.00%

1.73%

8.38%

2.32%

5.47%

0.00%

3.84%

8.27%

14.42%

10.90%

1.30%

５人～９人

1０人～２９人

３０人～９９人

1００人～３００人

合　　　　　計

男　　　　性

対個人サービス

業

合　　　　　　計

雇用形態

従業員数規模

1人～4人

小売業

サービス業

対事業所サービ

ス業

設備工事業

卸・小売業

卸売業

建設業

総合工事業

職別工事業

パルプ・紙・紙加工品、プラス

チック製品、なめし革・同製

品・毛皮、その他の製造業

非製造業　　計

情報通信業

運輸業

化学工業、石油・石

炭、ゴム製品

鉄鋼業、非鉄金属、

金属製品

生産用・業務用・電気・情報通

信・輸送用機械器具

木材・木製品、家

具・装備品

印刷・同関連業

窯業・土石製品

雇用形態

業　　　種

製造業　　計

食料品、飲料・たば

こ・飼料

繊維工業

3.13%

1.65%

0.00%
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＜表４＞  経営状況（業種別及び従業員数規模別） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（　　　）内は全国平均

( 52.7% ) 100.00%

良　　　い 変わらない 悪　　　い 合　計

23.60% ( 28.0% )53.04%

(

( 22.6% ) 100.00%

19.51% ( 24.3% ) 53.66% ( 55.4% ) 26.83% 20.3% ) 100.00%

26.34% ( 24.8% ) 51.71% ( 52.6% ) 21.95%

( 30.5% ) 100.00%

26.63% ( 21.2% ) 52.96% ( 53.3% ) 20.41% ( 25.5% ) 100.00%

22.86% ( 16.1% ) 55.43% ( 53.4% ) 21.71%

( 28.0% ) 100.00%

8.25% ( 9.5% ) 51.55% ( 49.5% ) 40.21% ( 41.1% ) 100.01%

23.36% ( 19.4% ) 53.04% ( 52.7% ) 23.60%

( 25.6% ) 100.01%

20.90% ( 15.8% ) 46.27% ( 49.8% ) 32.84% ( 34.4% ) 100.01%

16.67% ( 17.5% ) 55.56% ( 57.0% ) 27.78%

( 45.0% ) 100.00%

19.42% ( 16.9% ) 49.51% ( 54.6% ) 31.07% ( 28.5% ) 100.00%

10.20% ( 10.4% ) 50.00% ( 44.6% ) 39.80%

( 37.1% ) 100.00%

30.61% ( 20.3% ) 53.06% ( 50.2% ) 16.33% ( 29.5% ) 100.00%

17.01% ( 15.4% ) 51.02% ( 47.5% ) 31.97%

( 16.4% ) 99.99%

33.07% ( 23.3% ) 55.91% ( 62.2% ) 11.02% ( 14.5% ) 100.00%

29.41% ( 26.6% ) 55.29% ( 57.0% ) 15.29%

( 16.3% ) 100.00%

29.82% ( 23.4% ) 57.89% ( 58.4% ) 12.28% ( 18.1% ) 99.99%

31.23% ( 24.2% ) 56.13% ( 59.4% ) 12.64%

( 20.4% ) 100.00%

13.64% ( 13.5% ) 50.00% ( 51.1% ) 36.36% ( 35.4% ) 100.00%

57.14% ( 27.5% ) 28.57% ( 52.2% ) 14.29%

( 28.5% ) 99.99%

23.99% ( 18.8% ) 52.70% ( 53.4% ) 23.31% ( 27.8% ) 100.00%

13.33% ( 18.8% ) 73.33% ( 52.8% ) 13.33%

( 21.6% ) 100.00%

13.33% ( 28.3% ) 66.67% ( 51.3% ) 20.00% ( 20.4% ) 100.00%

35.42% ( 29.0% ) 52.08% ( 49.4% ) 12.50%

( 25.7% ) 100.00%

0.00% ( 17.4% ) 50.00% ( 56.2% ) 50.00% ( 26.4% ) 100.00%

13.73% ( 21.0% ) 52.94% ( 53.3% ) 33.33%

100.00%

38.46% ( 13.6% ) 34.62% ( 48.0% ) 26.92% ( 38.4% ) 100.00%

) 48.89% ( 56.4% ) 17.78% ( 24.9% )

75.00% ( 57.6% ) 0.00% ( 27.5% ) 100.00%

変わらない 悪　　　い

( 28.2% )

( 39.7% )

合　計

53.79% ( 51.8% ) 24.24% 100.00%

58.62% ( 49.4% ) 34.48% 100.00%

1０人～２９人

３０人～９９人

1００人～３００人

合　　　　　計

良　　　い

23.36% ( 19.4% )

21.97% ( 20.0% )

6.90% ( 10.9% )

25.00% ( 15.0% )

33.33% ( 18.7%

対事業所サービ

ス業

対個人サービス

業

合　　　　　　計

経営状況

従業員数規模

1人～4人

５人～９人

設備工事業

卸・小売業

卸売業

小売業

サービス業

情報通信業

運輸業

建設業

総合工事業

職別工事業

経営状況

業　　　種

製造業　　計

食料品、飲料・た

ばこ・飼料

繊維工業

木材・木製品、家

具・装備品

印刷・同関連業

窯業・土石製品

化学工業、石油・

石炭、ゴム製品

鉄鋼業、非鉄金

属、金属製品

生産用・業務用・電気・情報

通信・輸送用機械器具

パルプ・紙・紙加工品、プラ

スチック製品、なめし革・同

製品・毛皮、その他の製造業

非製造業　　計



 
 

17 

 
 ＜表５＞ 全国の経営状況（経営状況が「良 い」の割合が高い都道府県順） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（※福島県、栃木県、福井県、大分県、高知県、静岡県を除く。）（注）P２に示した調査結果の数値と全国中央会による数値の差異は、四捨五入 

順位 都道府県別 順位 都道府県別

1 　岡山県 30.10 ％ 50.60 ％ 19.30 ％ 1 　沖縄県 21.50 ％ 56.10 ％ 22.40 ％

2 　沖縄県 28.00 ％ 53.40 ％ 18.60 ％ 2 　宮城県 19.70 ％ 53.00 ％ 27.40 ％

2 　北海道 23.40 ％ 53.00 ％ 23.60 ％ 2 　岡山県 19.70 ％ 50.70 ％ 29.60 ％

4 　広島県 23.20 ％ 49.10 ％ 27.60 ％ 4 　山形県 18.00 ％ 52.50 ％ 29.60 ％

5 　福岡県 22.80 ％ 49.50 ％ 27.70 ％ 5 　石川県 16.80 ％ 52.50 ％ 30.70 ％

6 　宮崎県 22.60 ％ 54.60 ％ 22.80 ％ 6 　北海道 16.00 ％ 56.80 ％ 27.20 ％

7 　石川県 22.50 ％ 54.10 ％ 23.40 ％ 7 　福岡県 15.30 ％ 48.90 ％ 35.70 ％

8 　愛知県 22.40 ％ 51.50 ％ 26.20 ％ 8 　愛知県 14.50 ％ 49.70 ％ 35.80 ％

9 　長野県 22.30 ％ 51.40 ％ 26.40 ％ 9 　大阪府 14.40 ％ 51.50 ％ 34.10 ％

10 　群馬県 21.30 ％ 53.60 ％ 25.10 ％ 10 　長野県 13.60 ％ 45.50 ％ 41.00 ％

11 　滋賀県 21.30 ％ 48.20 ％ 30.60 ％ 11 　岐阜県 13.40 ％ 47.00 ％ 39.50 ％

12 　京都府 20.80 ％ 48.70 ％ 30.50 ％ 12 　富山県 13.10 ％ 53.70 ％ 33.20 ％

13 　佐賀県 20.80 ％ 49.50 ％ 29.70 ％ 13 　広島県 13.00 ％ 51.50 ％ 35.50 ％

14 　熊本県 20.20 ％ 50.40 ％ 29.40 ％ 14 　岩手県 12.80 ％ 54.50 ％ 32.60 ％

15 　埼玉県 19.90 ％ 49.90 ％ 30.20 ％ 15 　宮崎県 12.60 ％ 54.80 ％ 32.60 ％

16 　長崎県 19.20 ％ 54.60 ％ 26.20 ％ 16 　群馬県 12.50 ％ 56.50 ％ 31.00 ％

17 　山梨県 19.10 ％ 52.30 ％ 28.50 ％ 17 　新潟県 12.50 ％ 53.00 ％ 34.40 ％

18 　愛媛県 18.90 ％ 52.20 ％ 28.90 ％ 18 　和歌山県 12.30 ％ 57.70 ％ 30.00 ％

19 　新潟県 18.80 ％ 49.20 ％ 32.00 ％ 19 　香川県 12.30 ％ 52.00 ％ 35.70 ％

20 　三重県 18.70 ％ 55.00 ％ 26.30 ％ 20 　山梨県 12.10 ％ 45.50 ％ 42.40 ％

20 　神奈川県 18.60 ％ 50.10 ％ 31.30 ％ 20 　京都府 12.10 ％ 48.20 ％ 39.70 ％

22 　大阪府 18.50 ％ 54.30 ％ 27.30 ％ 22 　熊本県 12.10 ％ 54.40 ％ 33.50 ％

23 　富山県 18.40 ％ 58.20 ％ 23.40 ％ 23 　秋田県 12.00 ％ 49.70 ％ 38.30 ％

24 　宮城県 18.10 ％ 48.50 ％ 33.30 ％ 24 　鹿児島県 12.00 ％ 53.80 ％ 34.20 ％

24 　千葉県 18.10 ％ 55.70 ％ 26.20 ％ 24 　鳥取県 11.60 ％ 58.50 ％ 29.90 ％

26 　鳥取県 18.00 ％ 53.10 ％ 28.90 ％ 26 　佐賀県 11.60 ％ 49.80 ％ 38.60 ％

27 　秋田県 17.80 ％ 53.40 ％ 28.70 ％ 27 　青森県 11.50 ％ 51.10 ％ 37.40 ％

28 　山形県 17.60 ％ 50.90 ％ 31.50 ％ 28 　千葉県 11.50 ％ 51.80 ％ 36.70 ％

29 　岐阜県 17.30 ％ 49.90 ％ 32.80 ％ 29 　山口県 11.50 ％ 50.40 ％ 38.10 ％

30 　山口県 17.20 ％ 54.90 ％ 27.90 ％ 30 　愛媛県 11.20 ％ 51.20 ％ 37.60 ％

31 　鹿児島県 17.00 ％ 56.40 ％ 26.60 ％ 31 　静岡県 11.10 ％ 48.80 ％ 40.10 ％

31 　兵庫県 16.70 ％ 55.10 ％ 28.30 ％ 31 　三重県 11.10 ％ 54.20 ％ 34.80 ％

33 　東京都 16.40 ％ 53.70 ％ 29.90 ％ 33 　滋賀県 11.10 ％ 49.00 ％ 39.90 ％

33 　島根県 16.20 ％ 56.50 ％ 27.30 ％ 33 　徳島県 10.60 ％ 54.80 ％ 34.60 ％

35 　徳島県 15.70 ％ 66.20 ％ 18.20 ％ 35 　東京都 10.40 ％ 48.10 ％ 41.50 ％

35 　青森県 15.10 ％ 51.50 ％ 33.40 ％ 35 　島根県 9.70 ％ 50.20 ％ 40.00 ％

37 　香川県 14.50 ％ 54.60 ％ 30.90 ％ 37 　茨城県 9.60 ％ 48.90 ％ 41.50 ％

37 　岩手県 14.20 ％ 55.60 ％ 30.20 ％ 37 　神奈川県 9.50 ％ 48.80 ％ 41.70 ％

39 　茨城県 13.40 ％ 50.80 ％ 35.80 ％ 39 　埼玉県 9.30 ％ 48.60 ％ 42.10 ％

40 　和歌山県 12.00 ％ 60.80 ％ 27.20 ％ 40 　兵庫県 8.40 ％ 48.30 ％ 43.30 ％

41 　奈良県 11.50 ％ 57.70 ％ 30.80 ％ 41 　長崎県 8.30 ％ 56.10 ％ 35.60 ％

42 　奈良県 5.70 ％ 54.60 ％ 39.70 ％

平成26年度 平成25年度

良　い 変わらない 悪　い 変わらない 悪　い良　い
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によるものです。 

＜表６＞主要事業の今後の方針（業種別及び従業員数規模別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今後の方針

業　　　種

製造業　　計

食料品、飲料・たば

こ・飼料

繊維工業

木材・木製品、家具・

装備品

印刷・同関連業

窯業・土石製品

化学工業、石油・石

炭、ゴム製品

鉄鋼業、非鉄金属、金

属製品

生産用・業務用・電気・情報通

信・輸送用機械器具

情報通信業

運輸業

卸・小売業

卸売業

建設業

総合工事業

職別工事業

2.27% 0.00%

1.96% 0.00%

2.08% 0.00%

4.55%

74.51% 7.84%

64.58% 0.00%

40.00% 0.00%

100.00%

24.06%

17.86%

対個人サービス業

70.45%

小売業

設備工事業

66.67% 6.06%

27.27% 70.91% 1.82%

22.45% 72.45% 5.10%

35.29% 61.76%

パルプ・紙・紙加工品、プラス

チック製品、なめし革・同製品・

毛皮、その他の製造業

非製造業　　計

1００人～３００人

1.72% 1.72% 99.99%

25.00% 75.00% 0.00% 0.00% 0.00% 100.00%

1人～4人

５人～９人

合　　　　　　計

今後の方針

従業員数規模

1０人～２９人

３０人～９９人

0.17% 0.00% 100.00%

60.00% 0.00% 0.00%

27.27%

廃　止 その他 合　計

1.52% 0.38% 100.00%

サービス業

対事業所サービス

業

100.00%

0.00% 0.00% 100.01%

100.00%

0.00% 0.00% 100.00%

99.99%

0.00% 0.00% 100.00%

100.00%

3.75%

合　　　　　計

強化拡大 現状維持 縮　小

25.48% 68.82% 3.80%

18.97% 72.41% 5.17%

42.31% 53.85% 3.85%

22.73%

0.00% 100.00% 0.00%

15.69%

6.67% 93.33% 0.00%

33.33%

26.28% 69.80%

0.00% 0.00% 100.00%

0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 100.00%

72.93% 3.01% 0.00% 0.00%

0.00%

4.76% 0.00%77.38% 0.00%

100.00%

0.00% 100.00%

3.42% 0.68%

100.00%

0.00% 99.99%

26.77% 70.87% 2.36% 0.00% 0.00% 100.00%

23.97% 71.92%

27.08% 70.83% 0.00% 2.08%

29.70% 65.35% 4.95% 0.00%

0.00%

0.00% 100.00%

0.00% 100.00%

0.00%

99.99%

0.00% 100.00%

0.00% 99.99%

26.87% 67.16% 5.97% 0.00%

2.94% 0.00%

26.03% 69.49% 3.77% 0.59%

0.00% 100.00%

強化拡大 現状維持 縮　小 廃　止

0.12% 100.00%

その他 合　計

0.00% 100.00%

12.37% 78.35%

20.59% 75.29% 2.94% 1.18%

7.22% 2.06%

28.40% 67.46% 3.85% 0.30%

0.00% 100.00%

29.56% 67.00% 2.96% 0.00%

0.00% 100.01%

0.49% 100.01%

0.12% 100.00%

43.90% 53.66%

26.03% 69.49% 3.77% 0.59%

2.44% 0.00%
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＜表７＞ 週所定労働時間（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰなど短時間労働者を除く。）（業種別及び従業員数規模別） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　　　　　　※　（　）内は全国平均

）

（ 48.9% ） 16.94%

100.00%

（ 13.0% ） 100.00%

2.8%24.39%（ 28.5% ）

24.93%（ 28.3% ）

16.48%（ 18.0% ）

22.22%（ 20.8% ）

22.45%（ 21.8%

4.88%（ 9.9% ）

25.8% ） 53.44%

4.88%（65.85%（ 58.8% ）

6.16%（ 12.3% ） 23.46%（

7.39%（ 10.0% ） 27.09%（ 29.3% ） 58.13% （ 5.3% ） 100.00%（ 55.3% ） 7.39%

5.34%（ 9.7% ） 14.84%（ 10.1% ）54.90%（ 51.8% ） 100.01%

7.56%（ 13.0% ） 19.77%（ 22.2% ） 48.26% （ 21.1% ） 100.01%（ 43.7% ） 24.42%

4.40%（ 21.5% ） 37.36%（ 25.9% ）41.76%（ 34.5% ） 100.00%

6.16%（ 12.3% ） 23.46%（ 25.8% ） 53.44% （ 13.0% ） 100.00%（ 48.9% ） 16.94%

11.11%（ 14.8% ） 14.29%（ 18.4% ）52.38%（ 46.0% ） 100.00%

8.57%（ 15.4% ） 22.86%（ 22.2% ） 51.43% （ 13.4% ） 100.00%（ 49.0% ） 17.14%

）10.20%（ 15.2% ） 15.31%（ 15.0% ）52.04%（ 48.0% ） 100.00%

7.29%（ 14.6% ） 18.75%（ 19.7% ） 43.75% （ 27.2% ） 100.00%（ 38.6% ） 30.21%

22.92%（ 26.0% ）10.42%（ 14.0% ） 18.75%（ 11.4% ）47.92%（ 48.5% ） 100.01%

8.33%（ 14.3% ） 20.14%（ 22.9% ） 45.14% （ 19.1% ） 100.00%（ 43.7% ） 26.39%

19.69%（ 23.0% ）1.57%（ 8.2% ） 19.69%（ 19.5% ）59.06%（ 49.4% ） 100.01%

3.61%（ 6.5% ） 13.25%（ 18.1% ） 49.40% （ 26.0% ） 99.99%（ 49.4% ） 33.73%

30.91%（ 26.7% ）3.64%（ 6.3% ） 3.64%（ 12.4% ）61.82%（ 54.6% ） 100.01%

2.64%（ 7.0% ） 20.00%（ 23.0% ） 56.60% （ 18.7% ） 99.99%（ 51.3% ） 20.75%

19.70%（ 18.8% ）0.00%（ 6.3% ） 10.61%（ 10.4% ）69.70%（ 64.5% ） 100.01%

28.57%（ 18.6% ） 0.00%（ 13.8% ） 71.43% （ 6.3% ） 100.00%（ 61.3% ） 0.00%

20.17%（ 22.1% ）5.34%（ 11.4% ） 19.83%（ 17.0% ）54.66%（ 49.5% ） 100.00%

20.00%（ 14.6% ） 40.00%（ 30.3% ） 33.33% （ 6.5% ） 100.00%（ 48.6% ） 6.67%

33.33%（ 32.6% ）0.00%（ 11.7% ） 13.33%（ 3.7% ）53.33%（ 52.0% ） 99.99%

4.17%（ 11.3% ） 41.67%（ 33.8% ） 43.75% （ 7.2% ） 100.01%（ 47.7% ） 10.42%

0.00%（ 28.0% ）50.00%（ 26.7% ） 0.00%（ 10.3% ）50.00%（ 35.0% ） 100.00%

100.01%

3.92%（ 8.9% ） 23.53%（ 31.6% ） 62.75% （ 8.2% ） 100.00%（ 51.3% ） 9.80%

） 31.11%（ 29.7%

（ 9.7%

） 17.78%（ 12.0%） 44.44%（ 47.0% ） 100.00%

11.54%（ 13.5% ） 30.77%（ 30.2% ） 3.85%（ 9.7% ）53.85%（ 46.5% ）

） 99.99%

0.00%（ 12.3% ） 25.00%（ 26.5% ） 75.00% ） 100.00%（ 51.6% ） 0.00%

合　　　　　計

38時間以下

7.95%（ 13.3% ）

40時間

50.76%（ 48.2% ）

38時間以下
38時間超

40時間未満
40時間

40時間超
44時間以下

合　計

12.07%（ 18.2% 25.86%（ 25.5% ）

100.00%

合　計
40時間超

44時間以下

10.61%（ 8.4%

10.34%（ 10.5%

設備工事業

建設業

総合工事業

小売業

サービス業

卸・小売業

卸売業

1０人～２９人

３０人～９９人

1００人～３００人

合　　　　　　計

所定労働時間

従業員数規模

1人～4人

５人～９人

対事業所サービス業

対個人サービス業

鉄鋼業、非鉄金属、金属

製品

印刷・同関連業

窯業・土石製品

非製造業　　計

情報通信業

運輸業

生産用・業務用・電気・情報通信・

輸送用機械器具

パルプ・紙・紙加工品、プラスチッ

ク製品、なめし革・同製品・毛皮、

その他の製造業

職別工事業

繊維工業

木材・木製品、家具・装

備品

所定労働時間

業　　　種

製造業　　計

食料品、飲料・たばこ・

飼料

化学工業、石油・石炭、

ゴム製品

）

）

6.67%（ 11.3%

38時間超
40時間未満

30.68%（ 30.1% ）

）51.72%（ 45.8%
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＜表８＞平成２５年従業員 1 人当たりの月平均残業時間（業種別及び従業員数規模別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

100.01%

46.26% 27.52% 3.68% 22.54% 100.00%

56.10% 34.15% 7.32% 2.44%

100.00%

46.04% 35.64% 7.43% 10.89% 100.00%

47.48% 28.78% 2.08% 21.66%

100.00%

51.16% 18.60% 1.74% 28.49% 99.99%

28.57% 18.68% 3.30% 49.45%

100.00%

残業20時間未満
残業20時間以上

50時間未満
残業50時間以上 残業なし 合　　　計

46.26% 27.52% 3.68% 22.54%

100.01%

50.79% 14.29% 1.59% 33.33% 100.00%

62.86% 14.29% 2.86% 20.00%

100.00%

55.10% 14.29% 2.04% 28.57% 100.00%

35.79% 17.89% 2.11% 44.21%

100.00%

47.92% 10.42% 0.00% 41.67% 100.01%

39.86% 15.38% 1.40% 43.36%

100.00%

51.97% 38.58% 2.36% 7.09% 100.00%

43.37% 26.51% 1.20% 28.92%

99.99%

34.55% 49.09% 3.64% 12.73% 100.01%

45.66% 36.98% 2.26% 15.09%

100.00%

25.76% 42.42% 22.73% 9.09% 100.00%

57.14% 42.86% 0.00% 0.00%

99.99%

43.70% 28.50% 4.32% 23.49% 100.01%

73.33% 13.33% 0.00% 13.33%

100.00%

46.67% 46.67% 0.00% 6.67% 100.01%

52.08% 35.42% 2.08% 10.42%

100.00% 0.00% 0.00% 0.00% 100.00%

44.44% 99.99%

50.00% 38.46% 7.69% 3.85% 100.00%

20.69% 100.00%

0.00% 0.00% 0.00% 100.00% 100.00%

残業なし 合　　　計

51.89%

62.07%

25.38% 2.27% 20.45% 99.99%

17.24% 0.00%

残業20時間以上
50時間未満

残業50時間以上

44.44% 11.11% 0.00%

45.10% 31.37% 5.88% 17.65% 100.00%

５人～９人

1０人～２９人

３０人～９９人

1００人～３００人

合　　　　　計

残業20時間未満

対個人サービス業

合　　　　　　計

残業時間数

従業員数規模

1人～4人

小売業

サービス業

対事業所サービス業

設備工事業

卸・小売業

卸売業

建設業

総合工事業

職別工事業

パルプ・紙・紙加工品、プラスチック

製品、なめし革・同製品・毛皮、その

他の製造業

非製造業　　計

情報通信業

運輸業

化学工業、石油・石炭、

ゴム製品

鉄鋼業、非鉄金属、金属

製品

生産用・業務用・電気・情報通信・輸

送用機械器具

木材・木製品、家具・装
備品

印刷・同関連業

窯業・土石製品

残業時間数

業　　　種

製造業　　計

食料品、飲料・たばこ・
飼料

繊維工業
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＜表９＞都道府県別 平成２５年従業員 1 人当たりの年次有給休暇平均付与日数・平均取得 
日数・取得率（全国中央会） 

 
 （※福島県、栃木県、福井県、大分県、高知県、静岡県を除く。） 

取得率

順位 都道府県 取得率（%） 平均付与日数 平均取得日数
取得日

数順位

回　　答

事業所数
１０％未満

１０～２０％未

満

２０～３０％未

満

３０～５０％未

満

５０～７０％未

満

７０～

１００％
15735 737 1710 2245 3330 3999 3714
100.0 4.7 10.9 14.3 21.2 25.4 23.6

285 4 24 30 48 72 107
100 1.4 8.4 10.5 16.8 25.3 37.5
423 13 19 52 78 135 126
100 3.1 4.5 12.3 18.4 31.9 29.8
341 10 26 41 61 90 113

100.0 2.9 7.6 12.0 17.9 26.4 33.1
120 4 9 16 21 31 39

100.0 3.3 7.5 13.3 17.5 25.8 32.5
356 9 23 48 71 98 107

100.0 2.5 6.5 13.5 19.9 27.5 30.1
370 9 29 38 72 120 102

100.0 2.4 7.8 10.3 19.5 32.4 27.6
373 20 25 33 88 91 116

100.0 5.4 6.7 8.8 23.6 24.4 31.1
330 16 26 47 56 84 101

100.0 4.8 7.9 14.2 17.0 25.5 30.6
409 18 42 56 69 101 123
100 4.4 10.3 13.7 16.9 24.7 30.1
255 2 22 31 61 73 66

100.0 0.8 8.6 12.2 23.9 28.6 25.9
737 20 63 86 166 201 201

100.0 2.7 8.5 11.7 22.5 27.3 27.3
426 11 34 56 93 126 106

100.0 2.6 8.0 13.1 21.8 29.6 24.9
241 13 26 28 39 66 69
100 5.4 10.8 11.6 16.2 27.4 28.6
295 26 41 24 40 76 88

100.0 8.8 13.9 8.1 13.6 25.8 29.8
320 22 27 49 71 66 85

100.0 6.9 8.4 15.3 22.2 20.6 26.6
681 29 55 88 147 211 151
100 4.3 8.1 12.9 21.6 31 22.2
364 12 41 52 72 100 87

100.0 3.3 11.3 14.3 19.8 27.5 23.9
472 18 56 56 91 141 110

100.0 3.8 11.9 11.9 19.3 29.9 23.3
391 22 43 58 73 95 100

100.0 5.6 11.0 14.8 18.7 24.3 25.6
424 24 48 59 89 101 103

100.0 5.7 11.3 13.9 21.0 23.8 24.3
433 22 63 58 89 94 107

100.0 5.1 14.5 13.4 20.6 21.7 24.7
183 9 15 24 48 44 43

100.0 4.9 8.2 13.1 26.2 24.0 23.5
323 21 42 52 58 66 84
100 6.5 13 16.1 18 20.4 26
603 32 87 88 110 137 149

100.0 5.3 14.4 14.6 18.2 22.7 24.7
736 27 98 138 138 164 171

100.0 3.7 13.3 18.8 18.8 22.3 23.2
352 17 42 47 81 87 78

100.0 4.8 11.9 13.4 23.0 24.7 22.2
237 11 21 38 54 62 51
100 4.6 8.9 16 22.8 26.2 21.5
398 19 58 63 75 93 90
100 4.8 14.6 15.8 18.8 23.4 22.6
192 11 18 31 45 50 37

100.0 5.7 9.4 16.1 23.4 26.0 19.3
316 24 40 46 74 66 66

100.0 7.6 12.7 14.6 23.4 20.9 20.9
497 13 42 79 141 140 82

100.0 2.6 8.5 15.9 28.4 28.2 16.5
349 17 34 71 79 86 62

100.0 4.9 9.7 20.3 22.6 24.6 17.8
207 16 31 23 51 43 43

100.0 7.7 15.0 11.1 24.6 20.8 20.8
544 28 76 75 129 136 100

100.0 5.1 14.0 13.8 23.7 25.0 18.4
438 25 57 76 94 105 81

100.0 5.7 13.0 17.4 21.5 24.0 18.5
393 20 52 64 89 101 67

100.0 5.1 13.2 16.3 22.6 25.7 17.0
447 24 53 57 129 119 65

100.0 5.4 11.9 12.8 28.9 26.6 14.5
538 41 80 84 116 118 99

100.0 7.6 14.9 15.6 21.6 21.9 18.4
242 15 28 47 56 61 35

100.0 6.2 11.6 19.4 23.1 25.2 14.5
292 17 49 58 64 51 53

100.0 5.8 16.8 19.9 21.9 17.5 18.2
402 26 45 78 104 98 51

100.0 6.5 11.2 19.4 25.9 24.4 12.7

熊本県

20

21

4

3

6 神奈川県

14.46

2048.54 15.45

55.68

8

2 7.63

55.05 15.33 7.79

9

岐阜県

3

宮城県

7.78

55.76

1 58.83 14.23 7.96 3

兵庫県

茨城県

51.91 15.83 7.96

35 44.56

29

6.87 30

28 46.83 15.67 6.95

24

12

14.97

13 香川県

7

10 山梨県 52.33 14.38

15.67 8.43 2

東京都

47.77 16.00

53.91

7.26 17

7.62 11

6.33 40

31

石川県

16.68

45.46 16.85

7.18 22

7

7

16 49.87 16.01

5 54.53 15.29 7.78

7.44

11 愛知県 52.05

13

7.23 18

7.61 12

7.12 24

41 41.83 15.90

6

40 島根県 42.31 15.97 6.41 39

18

15.62

39

36 富山県 44.49

鳥取県 42.69

44.68 15.78

45.11

34

15.69

36

14.86 7.29 16

15.93 6.70 36

14.59 41

7.19 21

38 新潟県 43.06 6.70

32 大阪府

26 山形県 47.41 15.39

16.40

30

33 愛媛県 44.90 15.86

6.74 34

佐賀県 45.84

7.13 2316.08

46.79 15.56

6.14

8.76 1

15.58 6.85 31

15.52

7.92 5

7.39 14

54.24 16.58

25 北海道

49.7018 群馬県

19

48.89

23

17 京都府 49.71 15.29

7.0822

7.20

15

37 岡山県 43.92 15.48 6.55 38

27

48.22

7.23

27

7.22

7.63

49.46

48.33 15.14

15.60

25

全国 48.82

15.10

15.44

15.32

15.55

沖縄県

広島県

鹿児島県

青森県

三重県

徳島県

53.62

千葉県

埼玉県

岩手県

長野県

滋賀県

奈良県

宮崎県

47.43

47.38

50.17

7.31

51.17 15.68 9

9 福岡県 53.27 14.77

6.99

秋田県

29 和歌山県 6.97 28

14 長崎県 50.71

15 山口県

16.65 6.74 34

6.84

7.01 26

3216.01

6.81 33
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＜表１０＞ 平成２７年３月の新規学卒者の採用計画(業種別及び従業員数規模別) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

51.22% 34.15%

22.16% 56.84% 21.00%

14.63%

19.12% 57.06% 23.82%

35.27% 45.41% 19.32%

9.28% 73.20% 17.53%

12.99% 66.10% 20.90%

22.16%

未　　定な　　いあ　　る

21.00%56.84%

11.11% 63.89% 25.00%

28.36% 53.73% 17.91%

16.16% 71.72% 12.12%

22.33% 57.28% 20.39%

17.65% 66.67% 15.69%

20.37% 57.41% 22.22%

28.24% 41.18% 30.59%

30.71% 40.16% 29.13%

30.11% 41.26% 28.62%

31.58% 43.86% 24.56%

57.14% 42.86% 0.00%

4.55% 84.85% 10.61%

20.00% 66.67% 13.33%

23.08% 55.35% 21.57%

31.25% 47.92% 20.83%

40.00% 33.33% 26.67%

5.88% 70.59% 23.53%

100.00% 0.00% 0.00%

26.67% 53.33% 20.00%

11.54% 80.77% 7.69%

合　　　　　計

あ　　る

25.00%

20.08% 19.70%

13.79% 63.79% 22.41%

75.00% 0.00%

従業員数規模

1人～4人

５人～９人

1０人～２９人

３０人～９９人

1００人～３００人

対事業所サービス業

対個人サービス業

合　　　　　　計

採用計画

卸売業

小売業

サービス業

職別工事業

設備工事業

卸・小売業

運輸業

建設業

総合工事業

生産用・業務用・電気・情報通

信・輸送用機械器具

パルプ・紙・紙加工品、プラス

チック製品、なめし革・同製

品・毛皮、その他の製造業

非製造業　　計

情報通信業

窯業・土石製品

化学工業、石油・石炭、

ゴム製品

鉄鋼業、非鉄金属、金属

製品

繊維工業

木材・木製品、家具・装

備品

印刷・同関連業

採用計画

業　　　種

製造業　　計

食料品、飲料・たばこ・

飼料

な　　い 未　　定

60.23%
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＜表１１＞平成２６年３月新規学卒者採用予定及び採用実績(業種別及び従業員数規模別) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（人）

36413 6 7 3 5

118

156 168 35 37 66 65 38136 3713

1 3 5 23 201

49 49

153

31 33 11 11 17 18 4 4 26

17 19 7 9 142

27 117

5 5 3 5 0 070 75 18 19 22 21

8 9 2 2 80 894 4 2 1 0 043 50 6 7 15 16

0 22 180 0 0 0 0 012 10 0 0 9 7

0 0 00 0 0 0 3 3

1 1 0

0 3 30 0 0 0 0 0

37 364 38113 13 6 7 3 5156 168 35 37 66 65

0 0 14 4 8 8 9 7

49 49 36

1 23 220 0 1 2 0 0

0 6 80 0 0 0 0 03 5 0 0 1 1

2 2 17 9 8 8 10 8

2 2 0

1 29 300 0 1 2 0 0

2 30 322 2 0 0 0 09 11 9 9 5 5

5 3 710 10 1 2 0 0

3 3 2

6 27 274 4 0 0 0 2

8 57 596 6 0 0 0 219 21 10 11 5 5

4 4 129 36 0 0 16 13

8 6 9

1 50 540 0 0 0 0 0

0 32 300 0 0 0 0 022 21 0 0 6 5

5 6 210 14 2 2 0 0

4 4 0

2 22 260 0 3 2 0 0

3 104 1100 0 3 2 0 061 71 2 2 22 18

1 1 01 1 0 0 0 0

13 14 3

0 2 20 0 0 0 00

0 11 110 0 0 0 0 00 0 4 4 4 4

27 26 1388 102 24 25 41 35

3 3 0

12 203 2126 6 4 4 0 2

0 3 50 0 0 0 0 03 4 0 0 0 0

5 5 19 6 0 0 0 0

0 1 0

2 15 130 0 0 0 0 0

0 30 303 3 0 0 0 013 11 3 3 7 8

0 0 02 3 1 3 0 0

4 5 0

0 3 60 0 0 0 0 0

0 8 82 2 0 0 0 03 3 0 0 0 0

1 1 2

3 3 0

3 10 110 0 1 1 0 0

0 0 0 0

17 16 5 5 2 5

0 0 0 0 0 0

3 2 9 9 38 401 1

169

21 0 0 14 14 1 1 0 0

3 22 23 23 25 161

54 563 3 6 6 11 11

採用した

人数

11 12 25 30 7 7 2 3 3

採用した

人数

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

26年3月卒

採用予定

人数

合　　　計

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

26年3月卒

採用予定

人数

合　　　計

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

高校卒事務系
専門学校卒

技術系

専門学校卒

事務系

短大卒（含高専）

技術系

短大卒（含高専）

事務系
大学卒技術系 大学卒事務系

大学卒技術系

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

大学卒事務系

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

短大卒（含高専  ）

技術系

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

短大卒（含高専）

事務系

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

2 2 2

専門学校卒

技術系

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

1 2 3

0 0 0 0 0 0 0 0

1 2 0 0

合　　　　　計

高校卒技術系

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

高校卒技術系

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

68 66

19

従業員数規模

1人～4人

５人～９人

1０人～２９人

３０人～９９人

1００人～３００人

対事業所サービ

ス業

対個人サービス

業

合　　　　　　計

学卒区分

卸売業

小売業

サービス業

職別工事業

設備工事業

卸・小売業

総合工事業

生産用・業務用・電気・情報通

信・輸送用機械器具

パルプ・紙・紙加工品、プラ ス

チック製品、なめし革・同製品・

毛皮、その他の製造業

非製造業　　計

情報通信業

繊維工業

木材・木製品、家具・
装備品

印刷・同関連業

運輸業

建設業

学卒区分

業　　　種

製造業　　計

食料品、飲料・たば
こ・飼料

高校卒事務系

26年3月卒

採用予定

人数

採用した

人数

専門学校卒

事務系

窯業・土石製品

化学工業、石油・石

炭、ゴム製品

鉄鋼業、非鉄金属、金

属製品
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＜表１２＞非正規雇用労働者（前年比）(業種別及び従業員数規模別) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

非正規雇用
増加している 減少している 変わらない

業　　　種

製造業　　計 9.54% 9.92% 80.53%

食料品、飲料・たばこ・

飼料
5.17% 18.97% 75.86%

繊維工業 0.00% 25.00% 75.00%

木材・木製品、家具・装

備品
6.67% 11.11% 82.22%

印刷・同関連業 3.85% 3.85% 92.31%

窯業・土石製品 13.73% 3.92% 82.35%

化学工業、石油・石炭、

ゴム製品
0.00% 0.00% 100.00%

鉄鋼業、非鉄金属、金属

製品
10.64% 6.38% 82.98%

生産用・業務用・電気・情報通

信・輸送用機械器具
28.57% 14.29% 57.14%

パルプ・紙・紙加工品、プラス

チック製品、なめし革・同製

品・毛皮、その他の製造業
13.33% 6.67% 80.00%

非製造業　　計 7.97% 8.47% 83.56%

情報通信業 28.57% 0.00% 71.43%

運輸業 15.15% 10.61% 74.24%

建設業 4.46% 8.55% 86.99%

総合工事業 5.26% 10.53% 84.21%

職別工事業 5.88% 9.41% 84.71%

設備工事業 3.15% 7.09% 89.76%

卸・小売業 9.66% 8.28% 82.07%

卸売業 8.33% 4.17% 87.50%

小売業 10.31% 10.31% 79.38%

サービス業 8.74% 7.77% 83.50%

対事業所サービス業 11.11% 8.33% 80.56%

対個人サービス業 7.46% 7.46% 85.07%

合　　　　　　計 8.45% 8.92% 82.63%

５人～９人 4.09% 6.43% 89.47%

1０人～２９人 7.40% 8.88% 83.73%

非正規雇用
増加している 減少している 変わらない

従業員数規模

1人～4人 3.09% 4.12% 92.78%

合　　　　　計 8.45% 8.92% 82.63%

３０人～９９人 14.15% 12.20% 73.66%

1００人～３００人 19.51% 14.63% 65.85%
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＜表１３＞ 平成 26 年 1 月 1 日～7 月 1 日までの間に実施した賃金改定、又は今後の賃金改定
の予定   (業種別及び従業員数規模別)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

賃金改定

引上げた 引下げた
今年は実施

しない（凍結）

7月以降引上

げる予定

7月以降引下

げる予定 未　　定 合　　計
業　　　種

製造業　　計 55.68% 0.76% 20.08% 5.30% 0.00% 18.18% 100.00%

0.00% 17.24% 10.34% 0.00% 17.24% 99.99%

繊維工業 25.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 75.00% 100.00%

食料品、飲料・たばこ・

飼料 55.17%

2.22% 28.89% 2.22% 0.00% 15.56% 100.00%
木材・木製品、家具・装

備品

印刷・同関連業 53.85% 3.85% 19.23% 7.69% 0.00% 15.38% 100.00%

51.11%

0.00% 31.37% 1.96% 0.00% 27.45% 100.00%

化学工業、石油・石炭、

ゴム製品 0.00% 0.00% 0.00% 100.00% 0.00% 0.00% 100.00%

窯業・土石製品 39.22%

0.00% 12.50% 2.08% 0.00% 14.58% 99.99%
鉄鋼業、非鉄金属、金属

製品

生産用・業務用・電気・情報通信・輸送

用機械器具 80.00% 0.00% 13.33% 0.00% 0.00% 6.67% 100.00%

70.83%

パルプ・紙・紙加工品、プラスチック製

品、なめし革・同製品・毛皮、その他の

製造業
73.33% 0.00% 6.67% 6.67% 0.00% 13.33% 100.00%

28.57% 0.00% 0.00% 100.00%

6.76% 0.17% 22.30% 100.00%

情報通信業 57.14% 14.29% 0.00%

非製造業　　計 53.04% 0.84% 16.89%

19.70% 4.55% 0.00% 43.94% 100.01%

建設業 58.36% 0.37% 14.13% 5.95% 0.37% 20.82% 100.00%

0.00%運輸業 31.82%

0.00% 19.30% 0.00% 0.00% 10.53% 100.01%

職別工事業 47.06% 1.18% 12.94% 5.88% 0.00% 32.94% 100.00%

総合工事業 70.18%

卸・小売業 51.70% 2.04% 19.05% 8.84% 0.00% 18.37% 100.00%

設備工事業 60.63%

2.04% 12.24% 8.16% 0.00% 18.37% 99.99%卸売業 59.18%

0.00% 12.60% 8.66% 0.79% 17.32% 100.00%

0.00% 19.42% 100.01%

小売業 47.96% 2.04% 22.45% 9.18% 0.00% 18.37% 100.00%

サービス業 54.37%

対事業所サービス業 55.56% 0.00% 13.89% 11.11% 0.00% 19.44% 100.00%

対個人サービス業 53.73% 0.00% 23.88% 2.99%

0.00% 20.39% 5.83%

0.00% 19.40% 100.00%

合　　　　　　計 53.86% 0.82% 17.87% 6.31% 0.12% 21.03% 100.01%

従業員数規模

賃金改定

引上げた 引下げた
今年は実施

しない（凍結）

7月以降引上

げる予定

7月以降引下

げる予定 未　　定 合　　計

1人～4人 35.05% 1.03% 26.80% 5.15% 0.00% 31.96% 99.99%

５人～９人 42.86% 1.14% 25.14% 7.43% 0.00% 23.43% 100.00%

1０人～２９人 56.80% 0.89% 17.46% 5.92% 0.30% 18.64% 100.01%

３０人～９９人 64.88% 0.49% 9.76% 7.32% 0.00% 17.56% 100.01%

1００人～３００人 65.85% 0.00% 9.76% 2.44% 0.00% 21.95% 100.00%

合　　　　　計 53.86% 0.82% 17.87% 6.31% 0.12% 21.03% 100.01%
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＜表１４＞『賃金改定』～改定前及び改定後の平均所定内賃金(業種別及び従業員数規模別) 

 (全国中央会より)単位：円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

改定前の平均所

定内賃金

改定後の平均所

定内賃金
平均昇給率 全国平均昇給率

改定前の平均所

定内賃金

改定後の平均所

定内賃金
平均昇給率 全国平均昇給率

改定前の平均所

定内賃金

改定後の平均所

定内賃金
平均昇給率 全国平均昇給率

改定前の平均所

定内賃金

改定後の平均所

定内賃金
平均昇給率 全国平均昇給率

業　　　種

平均所定内賃金 単純平均 加重平均

247,443 2.13% 1.89%製造業　　計 235,810 241,072 2.23% 2.03% 242,279

245,842 2.44% 1.75%
食料品、飲料・た
ばこ・飼料 217,829 223,223 2.48% 1.73% 239,998

1.69%繊維工業 1.89%

240,280 1.66% 2.24%
木材・木製品、家
具・装備品 234,875 238,578 1.58% 2.19% 236,361

238,704 1.76% 1.45%印刷・同関連業 228,704 233,454 2.08% 1.62% 234,564

267,360 2.03% 1.82%窯業・土石製品 259,398 264,763 2.07% 1.96% 262,028

1.72%
化学工業、石油・

石炭、ゴム製品 1.68%

252,342 2.12% 2.06%
鉄鋼業、非鉄金

属、金属製品 239,655 245,116 2.28% 2.35% 247,109

247,268 3.09% 1.92%
生産用・業務用・電気・情報

通信・輸送用機械器具 235,543 242,921 3.13% 2.03% 239,868

231,635 2.09% 1.91%
パルプ・紙・紙加工品、プラ

スチック製品、なめし革・同

製品・毛皮、その他の製造業
230,501 236,421 2.57% 2.16% 226,892

2.41% 2.09%非製造業　　計 238,574 245,144 2.75% 2.31% 236,366 242,067

1.30% 2.29%情報通信業 264,707 268,493 1.43% 2.54% 257,293 260,636

1.63% 1.18%運輸業 214,674 218,342 1.71% 1.30% 196,602 199,811

3.16% 2.65%建設業 249,194 257,716 3.42% 2.88% 256,612 264,717

2.74% 2.62%総合工事業 257,150 265,327 3.18% 2.82% 263,978 271,220

4.78% 3.11%職別工事業 245,769 257,782 4.89% 3.12% 263,865 276,487

2.70% 2.46%設備工事業 247,469 254,174 2.71% 2.77% 247,684 254,361

1.99% 1.90%卸・小売業 231,757 236,570 2.08% 1.83% 229,436 233,997

1.73% 1.85%卸売業 238,340 243,858 2.32% 1.82% 237,740 241,850

2.19% 2.00%小売業 228,465 232,926 1.95% 1.84% 223,353 228,244

2.05% 2.13%サービス業 228,377 233,499 2.24% 2.38% 241,242 246,190

1.84% 2.17%
対事業所サービ
ス業 229,621 234,250 2.02% 2.40% 236,507 240,859

2.22% 1.97%
対個人サービス
業 227,609 233,035 2.38% 2.33% 245,198 250,642

単純平均 加重平均

1.98%合計平均 237,649 243,781 2.58% 2.18% 238,554 244,056 2.31%

228,013 234,034 2.64% 1.46%

従業員数規模

1人～4人 223,883 229,669 2.58% 1.68%

247,633 1.94% 1.99%５人～９人 237,704 242,592 2.06% 2.15% 242,918

2.94% 2.25%1０人～２９人 237,920 244,699 2.85% 2.41% 238,285 245,290

2.05%３０人～９９人 243,944 250,382 2.64% 2.18% 242,767 248,289 2.27%

1００人～３００人 229,075 233,363 1.87% 1.87% 230,927 234,869 1.71% 1.78%

244,056 2.31% 1.98%合計平均 237,649 243,781 2.58% 2.18% 238,554











 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本  部 札幌市中央区北１条西７丁目ﾌﾟﾚｽﾄ 1.7 ﾋﾞﾙ内    011(231)1919 

道南支部 函館市若松町６番７号 三井生命函館若松ﾋﾞﾙ内   0138(23)2681 

上川支部 旭川市常盤通１丁目 道北経済ｾﾝﾀｰ内       0166(22)5601 

十勝支部 帯広市西３条南９丁目 帯広経済ｾﾝﾀｰ内      0155(22)9666 

釧根支部 釧路市大町１丁目１番１号 道東経済ｾﾝﾀｰ内    0154(41)1545 

網走支部 網走市南３条西３丁目 網走産業会館内      0152(44)2361 

胆振支部 室蘭市東町 4丁目 29番 1号 室蘭市中小企業ｾﾝﾀｰ内 0143(45)8104    

0166(        空知支部 岩見沢市１条西１丁目１６－１岩見沢商工会議所内 0126(22)3445 

宗谷支部 稚内市中央２丁目４番１１号 宗谷経済ｾﾝﾀｰ内   0162(23)4400 

後志支部 小樽市花園２丁目 12番１号 小樽市産業港湾部内 0134(32)4111 

 

 

北海道中小企業団体中央会 

http://www.h-chuokai.or.jp 

  

http://www.h-chuokai.or.jp/

